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社会資本整備審議会 住宅宅地分科会（第１６回） 

平成２０年５月２２日（木） 

 

 

【事務局】  一部委員の先生は遅れてお見えになる方もいらっしゃると聞いております

が、定刻を過ぎましたので、ただいまから第１６回の住宅宅地分科会を開催させていただ

きます。 

 私は事務局を務めさせていただきます○○でございます。本日の会議の本題に入ります

までの間、進行を務めさせていただきます。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 初めに住宅局長よりごあいさつを申し上げます。 

【住宅局長】  おはようございます。本日は本部会長はじめ、忙しい中、この分科会に

ご出席いただきまして、ありがとうございます。 

 早いもので、平成１８年６月にこの分科会の議論を踏まえて住生活基本法ができて、２

年が経ちました。４０年間、住宅建設計画よって量の充足を図ってきたわけですが、この

分科会の審議を踏まえて平成１８年９月に住生活基本法ができて、量から質へとそれが変

わりました。１８年９月に量から質へというのもあまりにも遅くて、キャッチフレーズと

しては受けないのですが、当時その中でストック重視の話をさせていただきました。そう

いう流れの中でいろいろな方面で、日本の住宅の寿命をもっと延ばして、住宅に対する国

民の負担の軽減とか、あるいは環境問題への対応を図るべきではないか、こういった議論

がございました。 

 そういった観点からの住宅政策がどうあるべきかについて大臣から諮問がなされ、第１

４回と第１５回の分科会において議論いただき、２月に答申をいただきました。この答申

を踏まえまして、「長期優良住宅の普及の促進に関する法律案」を既に国会に提出してご

ざいます。国会での審議はまだされておりませんが、何とかこの国会で成立させていただ

きたいと思っております。前２回の分科会での議論の際に、こういった施策を仮に法律が

できて進める際においても、節目々々にその進め方等についてこの分科会でご議論、ご指

導を賜りながら進めていきたいと申し上げました。今回の分科会は、そのような趣旨の会

議でございます。 

 本日は長期優良住宅の認定基準などについてご説明させていただきまして、今後の施策

に反映させていきたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いします。 



 2

【事務局】  それでは、本日お手元にお配りしております資料の確認でございます。配

付資料一覧をつけさせていただいております。資料１、資料２－１から２－３、３－１か

ら３－３、そして最後に４－１から４－５という形でお配りしております。不足等ござい

ましたらお申し越しいただければと思います。 

 本日の委員及び臨時委員の出席につきましては１４名ということで、定足数に達してお

りますので、本分科会が成立しておるということをまずもってご報告申し上げます。 

 また、４名の臨時委員の皆様方におかれましては、前回の分科会におきまして、答申を

もって任期満了である旨をお伝えしたところでございますけれども、答申を踏まえまして、

今後、具体的な制度設計をしていくに当たりましては、ぜひとも引き続きご意見を賜りた

いということで、任期の継続をお願いいたした次第でございます。ありがとうございます。 

 改めまして、本日及び次回予定しております分科会の趣旨についてご説明させていただ

きます。お手元にお配りしております資料１でございますが、先ほど私どもの局長からご

あいさつ申し上げた経緯の中で、現在、国会に提出中の法案の成立といったものを予想前

提として、具体的な制度設計に入っていきたいということで、答申に盛り込んでいただい

た事項の実現化に向けてご意見をいただきたいということでございます。 

 本日は、議事次第の３の（２）に書かせていただいておりますが、長期優良住宅の普及

の促進に関する基本的な方針、２つ目に認定基準、３つ目に住宅履歴書と称しております

が記録の作成及び保存、そうしたものにつきまして先生方からご意見を拝聴いたしたく、

分科会を開催させていただいたということでございます。 

 それぞれの資料につきましては、テーマごとに今回は大まかな方向性と、検討を要すべ

き事項についてまとめさせていただいた資料をお配りしておるところでございます。これ

らについて事務方からご説明申し上げ、本日、自由なご意見をいただければと思っており

ます。よろしくお願いいたします。 

 以降の議事進行につきましては、分科会長にお願いいたしたいと思います。よろしくお

願いいたします。 

【分科会長】  それでは議事に入りたいと思います。本日はご多用中の中、大変お集ま

りいただいておりまして、ありがとうございました。 

 前回の第１４回と第１５回のこの分科会におきまして、国土交通大臣諮問「長期にわた

り使用可能な質の高い住宅の整備・普及について」に対し、委員の皆さんから大変ご熱心

なご意見を賜りまして、２月２２日に答申を行ったところでございます。この間、いろい
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ろな方に大変汗を流していただき、ありがとうございました。それを踏まえまして、本日

資料としても配付されております「長期優良住宅の普及の促進に関する法律案」が国会に

提出されていると聞いております。本日はこの法律案を踏まえまして、長期優良住宅の普

及の促進に関する基本的な方針、認定基準、記録の作成及び保存について資料が用意され

ていますので、委員の皆さんから識見、ご意見を伺いたいというのが本日の趣旨でござい

ます。 

 あわせまして報告事項、これは本日の審議事項でございますが、議事次第にございます

ように、この法律案そのものについての報告と、前回ご説明のありました歴史的風致の法

律についての報告もあるようですので、以上のことをよろしくお願いしたいと思います。 

 さっそく、議事（１）の「長期優良住宅の普及の促進に関する法律案について」につい

てご説明をよろしくお願いします。 

【事務局】  よろしくお願いいたします。 

 資料２－１、２－２、２－３です。まず資料２－２をご覧いただきますと、先般ちょう

だいいたしました答申、それからその前の住宅宅地分科会からいただいたビジョンにおき

ましても、いわゆる建設、維持、流通にわたるもの、さらにまちなみ、それから国民の意

識の啓発やビジネスモデルの変革といった、非常に幅広い内容について進めていくべきと

なっております。その関係から申し上げますと、法令も建築、都市計画、景観、宅地建物

取引など幅広く及びますとともに、法律以外のモデル事業や住み替え支援といった予算措

置等、また税制措置、そういったものを総動員して進めていく必要があるということです。 

 その中で今回の法案ですが、まずはそういった全体を進めていく中で、長持ちをさせて

良い状態で長く使うということのリーディング的なものを進める。もう１点は、先ほど申

し上げましたとおり幅広く進めていく必要がございますので、それに向けての基本的な方

針を示すという大きくは２つの観点から法律を提出させていただいているところです。 

 資料２－３が法律案となっておりますので、条文を見ながら簡単にご説明申し上げます

と、まず第１条におきまして「この法律は」ということで、「良質な住宅が建築され、及

び長期にわたり良好な状態で使用されることが住生活の向上及び環境への負荷の低減を図

る上で重要」ということを踏まえて、そういった構造、設備を備えた良好な住宅の普及を

促進するために基本方針と各種の特別措置を講じるということになっております。 

 少し飛ばしまして５ページの４条ですが、この中でまず基本方針がございます。基本方

針につきましては、そういった長期優良住宅の普及の意義、また普及の促進のために施策
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に関する基本的事項、３は後ほどご説明いたしますので飛ばしまして、４号、そういった

普及の促進に関するその他の重要事項について定めるということで、全体の大きな動きを

踏まえまして今後の方向性等をこの中で規定していく位置づけになっております。 

 もう１つの大きな柱であるリーディング的な認定を進めていくという部分ですが、これ

につきましては単なる物の性能だけではなくて、適正な維持管理を計画的にやっていただ

くということ、また記録の保存を義務づけて、将来の流通その他にも備えられるというこ

とを内容としておりまして、したがって、記録の保存、もしくは維持管理をきちんとやっ

ていくということで、単体単位での認定という形の制度設計にならざるを得ないというこ

とから、そういう制度設計をさせていただいております。 

 認定そのものは６ページの５条です。５条の第１項２行目ですが、「建築及び維持保全

に関する計画を作成し、認定を申請」として、建築の計画だけではなくて維持保全に関す

る計画も出していただくこととしております。 

 その計画の中身についてどのような認定の基準を設けるかについてが、８ページの６条

です。まず第１号で構造、設備が長期使用構造であること。これは、３ページの２条の４

項にその中身がございます。１つは構造耐力上主要な部分や、雨水の浸入防止部分につい

ての耐久性の部分が１号のイです。１号のロで地震に対する構造耐力上主要な部分の安全

性、２号でいわゆる住宅の利用の状況変化に対応したということで、いわゆる可変性の必

要を求めております。３号としまして維持保全を容易にするための措置、４号としまして

バリアフリー、省エネその他の性能を求めるということになっております。 

 ８ページの６条２号ですが、そういったものの性能以外に第２号で、省令で定める規模

以上ということで、規模の要件を付すとともに、次に３号におきまして、先ほど申し上げ

ました維持保全の計画についてその方法、内容が適正なものであることと、一定の、我々

としては３０年といういわゆる１世代以上の計画を持っていただいて、それを更新してい

くという発想で、最低限１世代以上にわたるような計画をまずはつくっていただくという

こと。またその資金の裏づけはどうなっているかというチェックもさせていただくという

ことが入ってまいります。 

 また５号におきまして、基本方針の３号にも認定に関する主要事項を定めることになっ

ておりまして、そこに掲げるものについて適合していないといけないということで、まち

なみとの調和等については、これを踏まえて基本方針の中に規定するということを想定し

ているところです。 
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 また、こういった認定を受けたものにつきましては、１３ページの１１条において、き

ちんとした維持保全を行っていただき、建築した結果の記録を作成し、保存をしてもらう。

それに対して１２条、１３条、１４条で、認定権者において報告を徴収し、必要に応じて

改善命令をし、従っていただけないような場合には認定を取り消すということにするとと

もに、その報告に関して虚偽報告等をされた場合には、第２０条にございますが、罰則が

かかるという担保措置を設けさせていただいております。 

 こういった認定を受けて、適切な維持管理をしていただいている住宅については、１６

条から１７条にかけまして既存住宅の性能評価の契約見直しや、高齢者支援センターによ

る債務保証などの支援措置を受けられるという法律の構造になっております。 

 以上簡単ですが、法律のご説明でございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。ただいまの説明に対しまして何かご質問等が

あれば、遠慮なく賜りたいと思います。いかがでしょうか。 

 よろしゅうございますか。次に審議事項の中でさらにいろいろ具体的な説明があると思

いますので、そのときにいろいろとご意見を伺うということでよろしゅうございますか。

それでは、ありがとうございました。 

 今日の本題ですが、（２）の「長期優良住宅の普及の促進に関する法律案に係る検討事

項について」でして、３点ございます。それでは３点は順に事務局からご説明いただき、

そのあと審議する形でよろしゅうございますか。ではそのような議事進行にさせていただ

きたいと思います。順に事務局からご説明をお願いしたいと思いますので、よろしくお願

いいたします。 

【事務局】  それでは、まず基本方針に関しまして資料３－１をご覧いただきたいと存

じます。先ほど申し上げました法律の４条の第２項に基づきまして、意義、施策の基本事

項、認定に関する基本事項、またその他の重要事項を定めること、となっております。 

 まずはその構成的なイメージから申し上げますと、まず第１章といたしまして促進の意

義ということで、先般の答申の中でもいろいろご指摘をいただいた背景、必要性や状況、

また進めていくことの重要性、そういったものを我々としては規定をしていきたいと思っ

ております。 

 第２章としましては施策に関する基本的事項として、まずそれぞれ関係する主体の役割

を位置づけた上で、基本的な考え方、また建築、維持保全、流通の各段階における施策、

また普及啓発等への取り組み、そういったものを各段階別に整理して位置づけをさせてい
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ただきたいと思っております。 

 また、第３章は認定に関する基本的事項ということで、基本的な考え方を規定させてい

ただくとともに、建築の段階、維持保全の計画も認定の内容に入ってまいりますので、後

ほど説明いたします省令等で規定する中身の補足的な意味で、建築段階、維持保全の段階

についてもより詳細、もしくはつけ足すようなものについてこちらの基本方針に規定しま

すとともに、住環境への配慮に関する事項をこの中に規定させていただきたいと思ってお

ります。ここに規定した内容につきましては、認定の際にこれに適合することが認定の要

件となるという構成となってまいります。 

 第４章ですが、その他の重要事項ということで、相互連携ですとか、関連制度、これま

での答申の中でもいろいろと信託等について検討すべき、その他いろいろなご指摘をいた

だきました。そういった幅広い意味で、今後進めていくべき検討についてどういう方向に

向けて検討すべきか、またそれ以外の周辺のいろいろな関係制度が関係してまいります。

いろいろな関係の制度、もしくは環境の整備についての我々としての取り組みをどう進め

るべきか、というような規定をここに書かせていただくとともに、それ以外にもまだ漏れ

落ちがあるとは思いますが、その他重要事項、ご指摘をいただいたものについてもそれぞ

れのコーナー等において、位置づけを整理しながら規定をさせていただきたいと思ってお

ります。 

 よろしくお願い申し上げます。 

【事務局】  続きまして、認定基準についてご説明いたします。資料３－２をご覧いた

だきたいと存じます。 

 ３－２の１ページ目ですが、認定基準につきましては大きく４つの構成となっておりま

す。１つ目は長期使用構造等ということで、こちらは住宅の単体の性能について規定をさ

せていただきたいと思っております。それから２つ目として、長持ちさせるために重要な

観点である維持保全についてです。それから３番目に面積、４番目に住環境への配慮とな

っているところです。私からは１つ目と２つ目についてご説明をさせていただきます。 

 １枚おめくりをいただきまして「長期使用構造等」です。該当条文を載せておりますが、

認定基準のところで「建築をしようとする住宅の構造及び設備が長期使用構造等であるこ

と」という規定に基づくものでございまして、そのページの下のほうの具体的内容のとこ

ろで、まず基本的な考え方、次のページの下のところで基準の設定案という形で資料を構

成させていただいております。 
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 具体的内容、基本的考え方についてですが、まず１点目といたしまして、求めるべき性

能とそれへ誘導するための要求水準ということで、認定をするためには一定のラインを引

いて、それへの適合を審査していくことになります。要求水準の設定に当たっては現時点

の知見、あるいは評価技術を踏まえて、今回、認定を所管行政庁、地方公共団体が行うこ

とになりますので、そちらにおいて評価可能なものであるという観点が重要かと存じてお

ります。またあわせまして市場の動向、あるいは民間事業者等による供給可能性、こちら

も踏まえて求めるべき性能を目指して誘導していくという観点が重要と考えておるところ

です。 

 次のページですが、２つ目といたしまして現在住宅品確法におきまして、住宅性能表示

制度というものを運用させていただいております。そちらで住宅の性能をはかる「共通の

モノサシ」として、評価基準を設定しております。そちらをモノサシといたしまして、そ

れへの整合を考慮しつつ要求水準の設定を行っていくことが重要と考えております。 

 それから３番目ですが、長持ちさせていくということに関しましては、きちんと手入れ

をしていくことが大変重要になってまいります。構造躯体の建設時の耐久性、物理的な耐

久性に加えまして、長期にわたる維持管理を合理的に組み合わせることが求められると考

えておりまして、そのレベル、建設時のレベル、あるいは維持管理のレベルというものを

経済合理性等々も踏まえまして組み合わせていくことが必要であろうと思っております。

しかしながら、維持管理のレベルの評価というものが認定時点でどのようにできるかとい

う課題もございますので、建設段階においては一定以上のラインを引いて、劣化対策とい

うことを求めていくことが必要ではないかと考えております。一方で、例えばメンテナン

スフリーを前提に建設段階で過大な性能を求めることは過剰な要求ではないか、というこ

とで適切な要求水準の設定が必要ではないかと考えております。 

 ４番目といたしまして、下に「求めるべき性能（案）」を（１）から（５）まで掲げて

おります。耐久性、耐震性、維持管理の容易性、可変性、それからその他でございます。

まずは物理的に長期にわたって構造躯体が使用できるような状態にあるということで、必

要な劣化対策が講じられていることを求める必要があると考えております。 

 ２つ目に、地震国日本としてはやはり大規模な地震というものを考えておく必要がござ

いますが、その大規模な地震に対しまして、全くびくともしないということでは、やはり

過大な要求ではないかと考えておりまして、使用を継続していくという観点では、必要な

点検、あるいは補修によって使用を継続していくという観点で、耐震性を確保していくこ
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とが必要ではないかと考えております。 

 維持管理の容易性につきましては、点検や補修について計画を作成していただくことに

なりますが、その実現を容易にするための措置を講じていく必要があると考えております。 

 可変性につきましては、長期使用を可能とするという観点でさまざまな方がそこに住ま

われるということ、それが使用に耐えられるものということで、可変性能についての一定

程度の間取りの変更等の容易性を求めていく必要があるのではないかと考えております。 

 それから長期にわたって存在し、このことは次世代に引き継がれていく社会的な資産で

あるということですので、政策的に誘導すべきという観点で省エネルギー性能やバリアフ

リー性能を求めていくことが必要だと考えております。 

 これらの観点を踏まえまして、一定の水準、どのような水準を設定するかということに

つきましてはそのページの下から次のページに掲げております。参考といたしましてこち

らにＡ３の折り込みで「長期優良住宅に関係する住宅性能表示制度の性能項目とその等級」

という資料を用意させていただいております。先ほども申しましたように、こちらで設定

をしております「共通のモノサシ」を当てて、どのような形に設定するかということを考

慮してまいりたいということで、耐久性につきましては最高等級である等級３に加えまし

て、さらに劣化を軽減させるような措置、例えば柱を太くするとか耐久性の高い樹種を使

う、そのような措置が必要ではないか。あるいは構造躯体自体の維持管理を容易にするた

めに点検口の設置などを求めていってはどうかと考えております。 

 耐震性につきましては、地震被災後の利用継続を容易にするという観点で、建築基準法

で求めております耐震性、住宅性能表示制度では耐震等級１ということになりますが、そ

れに加えまして、損傷を軽減するような措置を求めていく必要があると考えております。

住宅性能表示制度では、次の段階として等級２というものを設定しております。これは建

築基準法で求めております地震力を１．２５倍した性能です。あるいは免震構造、これら

の状況を参酌しながら実効的な水準を検討しておるところです。 

 維持管理の容易性につきましては、構造躯体、仕上げ材等に影響を及ぼすことなく点検、

清掃ができるという観点が重要だと考えておりまして、維持管理対策等級、あるいは更新

対策等級につきまして、最高等級である３を中心に検討しております。これは市場の状況

等も踏まえて検討しているところです。 

 それから可変性につきましては一定程度の間取りの変更ということで、すべてにわたっ

てフリープランである必要性については議論のあるところだと思います。あるいは住みか
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えということで社会的に有効なストックをためまして、そちらでの住みかえを支援してい

くという観点も重要であろうという前提で、住宅単体としては一定程度の間取りはやはり

対応していくことが必要と考えておりまして、配管あるいは配線などのための一定の空間、

それらが確保できるように躯体の天井高について確保していく観点で考えております。 

 それからバリアフリー、省エネにつきましては、現在、高齢者居住安定法、あるいは省

エネルギー法に基づきまして努力を求めております基準に合わせて設定しようと考えてお

るところです。 

これらの水準につきましては、別途、構造あるいは材料等専門的な分野もわたっており

ますので、そちらの学識経験者の意見を踏まえ、あるいは業界団体等からのヒアリングに

よって市場動向を踏まえながら検討してまいりたいと考えております。 

 続きまして２番目の維持保全につきまして説明をさせていただきます。維持保全は、き

ちんと手入れしていくということが長持ちするために必要なことです。いかに建築時に有

効な性能を設けましても、適切に維持保全、維持管理ができていないと、それが叶わない

ということになりますので、まずはその維持保全に関する計画を適切につくっていただく

ことが必要であろうと思います。ただ、各部位、あるいは各設備に関してどのくらいの期

間で点検、あるいは更新をしていくかについては非常に内容が様々なものです。あるいは

設計の耐用年数が明らかになっていないということもありますので、基準を一律に設定す

ることが必ずしも合理的ではないこともかんがみ、市場の動向等をさらに調査をさせてい

ただきながら、点検の時期とか内容について設定をさせていただきたいと考えております。 

 現時点では次のページの２の基準案にございますように、維持保全ということで求めて

おります、まず構造耐力上主要な部分ということで基礎、土台、壁等につきまして、ある

いは雨水の浸入を防止するという観点で屋根、あるいは開口部、それから設備系といたし

まして給水、排水につきまして必要な項目を設定してはどうか。定期点検の時期、あるい

は内容を求めていってはどうか。あわせて災害時などの臨時点検の観点も盛り込んでおく

必要があると思っております。定期点検につきましては、現在の新築住宅に関する瑕疵担

保責任の履行期間をかんがみて、少なくとも１０年ごとに点検を実施するという設定をし

てはどうかと考えております。 

 さらにその他の検討すべき論点といたしましては、計画的な維持管理そのものに対する

意識の醸成を如何に図っていくか、国民に浸透させていくかが非常に重要な観点であると

考えておりますので、それを如何に進めていくかについてもあわせてご議論いただければ
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と思っております。 

【事務局】  それでは１ページおめくりいただきまして、３の面積でございます。法案

におきましても、長期優良住宅に関しましてはその規模が省令で定める規模以上であるこ

とという形で規定をさせていただいておりまして、それをどう考えるかという問題です。 

 具体的な内容のところで、まず基本的な考え方として、やはり長期優良住宅につきまし

ては住生活基本法、基本計画も踏まえて、居住面積の面でも良質なストックにふさわしい

水準が要るのではないか。そして長期優良住宅というものは生活の変化に対応できる可変

性を備えるという観点から、リフォーム等を行っていくことも可能だということを念頭に

置く。一方で今後、高齢化の進展に伴いまして世帯規模が縮小していくことも考えられる

わけでして、そうしたことを念頭に置きつつ、ライフステージに応じた住みかえといった

ことも念頭に置く必要があろう。そのためには既存住宅の流通促進ということを考え、あ

る程度ライフステージの各段階に対応したストック蓄積、形成といったものが必要なので

はないか。こういう考え方に基づいて設定案として１つの考え方を示させていただいてお

ります。 

 基本的な考え方としては一番下の※印に書かせていただいておりますが、住生活基本計

画におきましては、誘導居住面積水準というものを掲げておるわけでして、ここでは３人

世帯における誘導居住面積水準を１つの原則としつつ、今後増大が想定される高齢者向け

住宅についても認定の対象とすることを可能としてはどうかということを１つの考え方と

してお示しをしております。具体的には共同住宅、マンションにつきましては７５平米以

上、戸建については１００平米以上ということです。ただマンションにつきましては、高

齢者に配慮した一定の仕様を備えたものにあっては、１人世帯の誘導居住面積水準である

４０平米以上という形でとりあえず示させていただいたところです。 

 こうした７５平米なり１００平米という基準について現状を踏まえてどう見るかですが、

平成１８年度に新設された住宅につきましては、一戸建てですと平均面積が１２５平米と

なっております。ただ、共同住宅につきましては５９.５平米ということで、７５平米より

もかなり下回っております。これについては借家がかなり狭いものが多いという形になっ

ておりまして、分譲マンションだけを見ますと７５平米未満のものは３０％弱になってお

ろうかと思っております。４０平米のものにつきましても同様でして、４０平米以下のも

のは、分譲マンションンの場合１３.６％しかないという形になっております。そういう観

点で、マンションにつきましては特に借家の面積が現状においては狭いけれども、そこを
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どのように考えていくかということで、７５平米のあり方を考えていく必要があるのでは

ないかと思っております。 

 それから１枚めくっていただきまして、その他の検討すべき論点としてご意見を拝聴い

たしたいと思っておりますのが、ワンフロアの要件を設定すべきかどうかということです。

総床面積に関する要件、１００平米、７５平米、特に１００平米のほうですが、狭小敷地

で細長い住宅等を建てるとした場合に、そうしたものを認定していくということをどのよ

うに評価するかということで、特に戸建を念頭に置きつつ、ワンフロアとして確保すべき

面積の要件というものをどう考えるかということについてもご意見をいただきとう存じま

す。 

 面積に関しましては以上です。 

【事務局】  引き続きまして、住環境への配慮についてご説明を申し上げます。いわゆ

るまちなみ、あるいはまちづくり等の調整と調和ということですが、この住環境への配慮

につきましては、これまで認定基準に関してご説明をしてまいりました耐久性、耐震性等

とは違いまして、法律の中で明示的に基準を定めるということにはなっておりません。し

かしながら審議会でこれまでもいろいろご議論がございましたように、やはり長期優良住

宅に関しましては、長期にわたってまちの一部を形成するということから、まちなみ等と

の調和については一定の配慮が必要だと考えておりまして、先ほど法案の説明の中にもご

ざいましたが、基本方針の中で、認定に関する基本的事項として位置付けをしたいと考え

ておるところです。 

 具体的な内容に関しましてはその次のページをお開きいただきまして、一番上ですが、

長期優良住宅は地域にふさわしいまちなみ等の内容が示されている場合はその調和を求め

ることが必要ではないかと考えております。具体的には、まちづくりは公共団体が主体的

に行うことを踏まえ、法律に基づき公共団体が策定する景観計画や地区整備計画に定めら

れた地区計画の区域においては、認定の際に当該計画との調和を求めることがまず第１の

基本だと思っております。 

 それに加えまして、その下のその他検討すべき論点ですが、最初に事前明示性の確保の

話を書いております。調和が求められるまちなみ等の内容は、認定を申請しようとする方

があらかじめどういうものに調和をしなければいけないかということがわかるように、事

前明示性が確保されることが重要だと考えております。その上で、先ほど申し上げました

法律に基づいて定められる計画のほかに、民間の契約である協定、端的に言えば例えば建
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築協定、景観協定をイメージしておりますが、これらの協定への調和も求めてよろしいの

ではないかと考えております。 

 さらに法律に基づき策定された計画のほかに、公共団体の条例で定められるまちづくり

条例等に関しても、公共団体がまちづくりに関して明確な意思を具体的な内容で示してい

る場合には、これらとの調和を求めたらよろしいのではないかと考えております。さらに

最後の留意点ですが、長期優良住宅の認定を行う所管行政庁、都道府県でまちづくりに責

任を負う、まちづくりを担当するのが市町村という場合がございます。この場合には特に

その意思疎通について、十分な連絡調整を求めることが必要ではないかと考えております。 

 以上で基準の説明は終わりです。 

【事務局】  続きまして最後に、資料３－３の記録の作成及び保存、いわゆる住宅履歴

書についてご説明をさせていただきます。 

 その前に、先ほど認定基準の維持保全のところで、後ろのほうに添付しておりました参

考資料をご紹介いたしておりませんでした。「計画的な維持管理の例」としてＡ４横の３

枚紙です。こちらでは、例えば戸建木造の場合、屋外部分、躯体部分、設備部分について、

このような観点、このような部位についてこのような項目について、このような目安とい

うことが示されております。２ページ目はそれを具体的に写真なりで説明しておりますが、

基礎のひび割れ欠損がないこと等々についての点検が必要ではないかというところです。 

 それから３枚目は、本日、ご出席いただいております、○○におけます取り組みでして、

こちらは例えば構造躯体につきまして、基礎、床組等は１０年目の定期点検を実施し、そ

の必要なプログラムを実施していただくということ、あるいは屋根、給配水管等につきま

してはこのような定期点検の期間、あるいは部品交換の期間というものを定めて、消費者

の方々に説明の上で適切な維持管理をされているという取り組みです。遅くなりましたが、

ご紹介をさせていただきました。 

 それでは資料３－３をご覧いただきたいと思います。住宅を長持ちさせていくというこ

とは、次の世代へ引き継がれていくということです。住宅は残っておりますけれども、そ

れを建てた方、あるいは維持管理をされた方、修繕をされた方、あるいはリフォームをさ

れた方、かかわる方は亡くなるということになりますので、情報というものを引き継いで

いくことが適切な維持管理を行っていく、長持ちさせていくためには重要と考えておりま

す。今回、法律の中では、第１１条でこの認定を受けた住宅につきましては、その建築及

び維持保全の状況に関する記録を作成し、保存しなければならないということを規定させ
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ていただいております。 

 下に具体的な内容、１つ目に基本的な考え方を示しておりますが、その保存を義務づけ

るべき住宅の履歴情報については、この法律で規定をしております建築及び維持保全に関

する内容を対象といたしまして、そのときに必要な情報及びこの法律に基づく行為によっ

て生成される情報を対象としてはどうかと考えておるところです。 

 具体的には「２．作成・保存の対象」ですけれども、①として法律上の規定により生成

される情報ということで、まずは認定申請から始まります。認定申請におきましては、認

定基準に合致するところについての書類、図書等々を作成し提出いただくことになります

が、そちらの書類等を適切に保存しているということが必要であろうということから始ま

りまして、晴れて認定を受けた場合には、その認定書等々につきましての保存、あるいは

変更が生じた場合の変更に関する書類、それから４番につきましては譲受人を決定した場

合、あるいは５番目の地位の承継等につきましても適切に保存をしていく必要があろう。

それから行政からの手続といたしましては報告の徴収、あるいは７番目、改善命令、次の

ページに行きまして助言、指導、これらにつきましてもどのような助言指導、あるいは報

告の徴収を受けたのか、そのときにどのようなものを提出したのか、どのような対応をし

たのかということも適切に保存をしていく必要があろうかと考えております。 

 それから次のページ、②ですけれども、認定申請時に建築及び維持保全に関して計画を

出していただくということになっております。その中での維持保全に関する計画に基づい

て、点検あるいは調査、修繕などの行為が行われていくわけですけれども、その行為の過

程で、実際にどのようなことをやったのか、それはいつやったのか、誰がやったのかとい

うことを適切に保存していくことも必要であろうと考えております。 

 ３番目に保存方法の設定案を記載しておりますが、まずは保存の時期ということで、こ

れはその行為等々が発生した直後に適切に保存する、保存すべき情報が新たに追加された

ときに保存することとしてはどうかと考えております。保存を行う者といたしましては、

法律に規定があります認定計画実施者、要は認定を受けた者が保存をしていくということ

です。 

 その他検討すべき論点に記載をしておりますが、それではなかなか住宅の所有者等々の

認定計画実施者が適切に住宅の履歴情報を保存していけるか、住宅の情報というのはすべ

からく個人情報の塊ですが、非常に専門性の高いもの、あるいは膨大な量を有するもので

すので、それにつきまして情報を蓄積あるいは活用していくような市場のサービスの展開
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ということを期待するということです。その仕組み、ルールにつきまして、現在検討を行

っております。今回ご出席をいただいております、○○委員に委員長をお願いいたしまし

て、住宅の適正な維持管理の実施、あるいは円滑な既存住宅流通、これらのためにどのよ

うな履歴情報を残していくのか、後世に何をどう伝えていくべきか、ということにつきま

して検討しているところです。 

 そのページの一番下のポツですが、現時点の市場の状況を見ますと、一部のハウスメー

カーであるとかディベロッパーにおいて、住宅の履歴情報というものが顧客情報として適

切に保存、あるいはメンテナンスをされているところですので、それらの仕組みを活かし

ながら、様々な主体が住宅所有者における住宅に関する情報の蓄積という取り組みに関し

て支援をしていく、サポートしていけるようなサービスを提供していくということで、住

宅の市場において活用されていく、市場におきまして事実上の標準とみなされるような仕

組みを想定し、例えば国でこのような仕組みをつくるということではなく、市場の中で様々

なサービスが現時点で展開され、あるいは展開されようとしていることもかんがみて、そ

れらについて共通にしておくべき課題、そのようなものについては共通のルールを考えて

いってはどうかというところで、検討を進めておるところです。 

 論点として３つ掲げておりますが、まず現時点の状況からすると、やはりＩＴ技術、ユ

ビキタス・コンピューティング等の技術によって、それらを活用して効果的に蓄積あるい

は運用を可能とするような仕組みを検討していってはどうかと考えております。それから

２つ目に、必要なときに必要な人が必要な情報を活用できるようにということで、蓄積し

た情報をうまく活用していくことが維持保全を容易にしていく、あるいは長持ちさせてい

くことに対しては重要かと考えておりますので、それらに対して各企業が提供するサービ

スについて言語の共通化、ある一定のものに対してばらばらの用語を使用してはうまくい

きませんので、言語の共通化、あるいは原本性の確保、あるいはセキュリティの確保等々

のルールについて検討する。あるいは３番目といたしまして、情報の正当性ですとか信頼

性、虚偽あるいは誤入力というものに対しての防止方策等についての検討をしていっては

どうかということで、今、議論を進めさせていただいていることをあわせてご紹介をさせ

ていただきます。 

 説明は以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。それではただいま事務局から説明がございま

したが、その内容につきましてご質問、ご意見をよろしくお願いします。どなたからでも、



 15

またどのような観点からでも結構ですので、資料もあわせて、それから参考までに添付さ

れている資料もございます。これも含めてどこからでも結構です。いかがでしょうか。 

【○○委員】  ただいま詳しくご説明いただきました長期優良住宅普及の促進に関する

基本的な方針が示された報告案とか、また内容そのものについては共有でき、評価したい

と思うのですが、長期優良住宅の今日のメインテーマであります認定の要件については、

いささか意見を申し上げたいと思います。 

 現在、供給されている民間住宅の水準とか、並びに当該水準を顧客に評価されていると

いうことを踏まえて、実効性の高い基準とすることが私は必要ではないかと思います。伺

っていると、少しおしなべて高い基準を要求するということに聞こえます。長期使用可能

という本来の目的を超えた過剰なスペックにならないように、またそれは結局購入者へも

過度な負担が生じて、結果的には普及促進の支障となる懸念が私はあると思います。具体

的な認定基準の策定においては、多世代の顧客から広く評価される住宅のあり方、これは

技術的な見地も含めてですが、そういった意味で住宅事業者や関連業界団体ともぜひ十分

な協議を行い、本制度の本来の目的であります長期優良住宅普及を促進させるための必要

な基準の検討を実現性のあるものとしてお願いいたしたいと思います。 

 １つの例、例えば耐震性能も、これも本当に実効性のあるという観点でぜひ具体的な検

討、十分に意見を交換していただいて定めていただきたいと思いますし、面積の話ですけ

れども、先ほど７５平米というお話が出ましたが、高齢者は４０平米以上ということです

が、現在は若年層も高齢者も含めまして、単身世帯というのがすごく増えております。そ

れからせいぜい２人で、ペアで共稼ぎの方々、それから高齢者の方でも共稼ぎ、社会参画

をされているということが多いわけでして、そういう意味では都心というか便利な場所に

住まなければならないということでもございますので、７５平米が基準というのはいささ

か、もちろん広ければ広いほどいいことは、これは私も全く同感ですけれども、やはり市

場の顧客のそういった長期的な観点も含めた中でのスペースのあり方については、もう少

しよくその辺のところの多角的な多様な観点からのご検討をぜひお願いいたしたいと思い

ます。 

 ここで高齢者だけが何か４０平米までいいという、確かに高齢者に優しくということは

大事ですけれども、やはり単身の女性も含め、若年層も含めて、これは活力を持って社会

で活躍していただかなければなりませんし、そのベースは住宅でございますので、しかも

職住近接の住宅でありますので、そこらあたり、ひとつ市場の実態というのをよくご理解
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いただけないかなと思います。 

 それから環境と長期優良住宅の認定について、住環境への配慮ということですが、私こ

れは趣旨はよくわかりますし賛成なのですが、果たしてこの制度で住環境との調和という

ことを認定として取り上げる意趣なのかどうかというのが、そもそも少し疑問に思ってお

ります。もちろん、環境に性能的な面で環境共生という部分は、これはいろいろな面で認

定基準の中にあってしかるべきだと思うのですが、住環境そのものとのすり合わせという

のは、ちょっと都市計画的な観点とかここにも書いてありますが、条例やまた地域の人た

ちの中での、自主的なこの住宅・地域はどうしようという価値判断の中で、いろいろなル

ールが自主的に決められていく地域特有のいろいろな制約もまたあると思いますので、こ

れをこの制度の中にあえて位置づけるということについては、もう少し多角的な議論をす

べきではないかなと、こんなふうにちょっと思いました。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。ただいま大きく２つのご指摘がございました

が、何か今の時点でご発言はございますか。 

【事務局】  ありがとうございました。認定基準、委員からは耐震性能あたりを例に挙

げられましたが、今後、業界団体の方ともご相談をしながら詰めていきたいと思っており

ますので、その中でまたご意見をいただければと思っております。 

 それから住環境を長期優良住宅法案の認定基準とすることにつきましては、特にこの分

科会において、住環境との調和を重視すべきだという意見が前回、前々回、強く出された

ことを踏まえて、今回、事務局としては地方自治体の状況を反映できるような形で、ご説

明したような形の案を出させていただいたところです。 

 それから面積要件につきましては、高齢者が住んでいるところだけということではあり

ませんで、資料にも書いておりますが、高齢者に配慮した一定の仕様を備えた共同住宅で

すので、このような住宅が必ずしも高齢者が住むということを担保しないことには認定さ

れないということではないわけですが、少なくとも流通していく段階で、高齢者がお住み

になってもバリアフリー等々で対応できるということで、４０平米ということにさせてい

ただいているということです。 

 ４０平米につきましては、基本的に４０平米をクリアできない分譲マンションは平成１

８年度の新設の中では１３.６％程度にとどまるかと、そういうデータがございます。 

 以上です。 
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【○○委員】  ７５平米のほうも少々過剰ではないかという意見も述べたつもりなので

すが如何でしょうか。 

【事務局】  ７５平米について、これにどうしても固執するということではございませ

んが、７５平米については、確かに全体として見ますと、特に共同住宅の場合は７割ぐら

いが落ちていくということにはなるわけですが、分譲のマンションを見ますと、７５平米

以下のものは２８.４％となっておりまして、そして借家を前提にしているマンションにつ

いては、これは９２.７％と大幅にクリアできないという形になってきているわけです。そ

ういうことも踏まえて、今後、今日のご議論も踏まえてさらに検討させていただきたいと

思います。 

【○○委員】  今、供給されているマンションの市場での分析はそうかもしれませんが、

これからいろいろな意味で、団塊ジュニア以下の若い人たちも含めて本当に活躍していた

だかなければいけませんから、その生活の本拠としての住宅ということですと、やはり７

５平米が本当に認定の最低基準なのかということです。しかも職住近接でなければいけま

せんので都心部においてです。これは高齢者の方もまた都心居住が、今、進んでいまして、

都心でやはりまだ元気な間は社会参画して働いていただかなければいけません。１人、２

人世帯へいきますと、そのあたりが主流になってくる今後のマーケットを考えますと、過

去のデータだけではやはり判断すべきではないのではないかと思います。むしろ今後のト

レンドも含めてとらえていただきたいと思います。 

【分科会長】  ありがとうございました。いろいろ３回分のご発言がありましたが、ま

たお時間の中でぜひご意見賜りたいと思います。 

 まず○○委員から先に、その次は○○委員ということで、よろしくお願いします。今日

は特段集約しませんので、どうぞ。 

【○○委員】  今のご議論の３つのうちの１つに関係するのですが、認定基準の１番目

の長期使用構造等というのは、建物全体に対してかかるいろいろな性能だと思うのです。

そうすると、戸建住宅の場合はこれでよろしいのですが、共同住宅の場合には１つの建物

として長期使用構造等ということがかかってくるわけです。そうすると、今ほど３番目の

面積のところで共同住宅の広さについてご議論があったのですが、そこの部分に行くと、

今度は住戸のユニットの部分になるわけですが、そうするとそもそも最初に認定をすると

きに、１つの建物として担保している部分と、ユニットで担保している部分がどういう関

係を見るのかということで、全住戸を、今のお話だと一定のバリアフリー対応があれば共
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同住宅４０平米以上、だから４０平米を切るものが１戸でもあるとアウトなのかとか、そ

の辺が面積の基準のところでちょっとよくわからなかったという問題があります。 

 それから○○委員のご指摘は私もかなりもっともなところがありまして、つい最近も厚

生労働省の人口問題研究所から世帯予測があったのですが、この中にもデータがあります

が、２０２５年には１人世帯が３６.０％なのですが、同じぐらいの割合が２人世帯なので

す。ということは２人以下がもう６割、７割というのがこれから１５年たったあとの世帯

型の状況なので、小さな国ですけれども、それに先行したデンマークでは住宅の過大性が

非常に問題になりまして、例えばその国ですと１棟当たり１戸の住戸面積が平均６７平米

という基準の仕方をしていまして、それはどういうことかというと、４０足す７５で、今

ちょっといい加減に言いましたけれども、面積としてはデンマークが６７平米平均という

決め方をしているのです。 

 ですから、最初に申し上げた点は、よく建物全体と住戸との関係がわからなかったとい

う点と、関連して面積の決め方というのはもう少し考える必要があるのではないかという

意見と２点です。 

【分科会長】  ありがとうございました。今のご指摘についてはどなたがお答えになり

ますか。 

【事務局】  まずマンションを念頭に置いていただいた場合に、建築の計画そのものは

棟単位で建築確認申請等もなされます。そういった意味では設備のハード、特に構造上重

要な部分、これについては、基本的にマンションなどは共有部分ですので、それはある意

味で、棟単位で見ることになりますが、認定そのものは、そのチェックをした上で住戸ご

と、後々販売なり、引き継ぎは住戸単位で引き継がれますので、その意味では認定書その

ものは住戸単位で発行する。従いまして、例えば小さなもの等、７５平米か４０平米かと

いうのがありますけれども、要件を満たす住戸が混ざっているものについては、満たして

いる住戸について認定書が交付されて、満たしていないものはハード部分、構造躯体自体

は立派であっても認定書はその住戸に関しては交付されないという形になってまいります。 

【分科会長】  多少繰り返されている点もありますが、とりあえずいろいろ委員のご発

言を伺った上で、また再度お願いしたいと思います。 

 それでは、○○委員、よろしくお願いします。 

【○○委員】  長期優良住宅というのは、今から１００年、２００年使う住宅でありま

して、５０年後がどうなっているか。先ほどお話がありました国立人口問題研究所のデー
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タを見ますと、主要３都市圏以外の地方都市には急速な人口減少があります。私がいる北

九州は、１００万人の人口が、２０５０年（４２年後の人口）には６０％になります。甘

く見ても６８％の人口減少になります。さらに地域によっては、例えば八幡東区（製鉄所

があったところですが）では、３分の１になります。そんなところにどのような長期優良

住宅をつくるかということは非常に重要なことであります。ここの第４の住環境への配慮

ですが、当然、地方都市の都市計画に基づいたまちづくりの計画、そういうところに準拠

しながら認定をすることが重要になる。市区町村をいろいろ見て、きちんと将来予測をや

って都市計画を考えている都市が実際どのくらいあるのかという現実を考えてみる必要が

あるのではないかと思います。 

 そういうことで、認定基準の中にきちんと近い将来（２０５０年といえば４０年後であ

る）の予測をある程度配慮した上で、どういうアロケーションで長寿命型住宅をつくって

いくのかということを考慮する必要があると思います。変な場所に２００年住宅をつくら

れたら、次の世代はとんでもないことになるわけです。解体するだけでも大変だというこ

とになるので、近未来を前提にした都市計画、長期ビジョンの視点を取り入れた指標のよ

うなものをつくる必要があるのではないかと思います。 

 同じような視点でこの面積の話を考えますと、例えばマンションですが、今、７５平米

とかいろいろそういう基準が議論されているのですけれども、これももっとフレキシブル

に考える。当面はこの７５平米以上でもいいが、次の世代は人口が減るわけですから、例

えば、私達が「２戸１」と言っていました、２つの家を将来は１つにできるようなフレキ

シビリティのある構造を規定に入れるようなことができないでしょうか。 

【分科会長】  ありがとうございました。今のご指摘に対してはいかがですか。 

【事務局】  住環境への配慮について、ある程度将来を見通したところでというお話な

のですけれども、１つは、私どもとしては、まちづくりというのは地方分権その他で、公

共団体、特に市町村が主体的に行うということを考えれば、市町村に主体的にお考えいた

だきたい。その意思が明確なところで、その内容と意思を調和することを図りたいと思っ

ております。仮に総説的にこの長期優良住宅がどういうところに建つべきかという基準を

定めても、その長期優良住宅が立ち並んでいって町ができて、そのおかげで町がよくなる

ということは逆にないだろうと思います。あくまで反対から発想している法律ですので、

ここはまちづくり全体の意思が別途あってそれに従うと、それと調和を図るということで

初めて町全体がよくなるのではないかと思っておりまして、仮に長期優良住宅でなくて認
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定をしなかった場合には、普通の住宅が建って、それが短い期間で壊されてまた建て替わ

るということになっていくわけですから、それであったら、より長持ちをするものを建て

るほうがいいのではないかという発想で、あくまでまちづくりとの調和というのは公共団

体の意思に従うということにしたいと考えております。 

【分科会長】  それでは、どうぞ。 

【○○委員】  そもそもこの２００年住宅ビジョンという発想は、次の世代に対してど

ういうように社会資本、資産を残していくかというバックグラウンドが最初にあったと思

います。その１つの手段として住宅があるわけで、本来なら社会資本全体をどのように将

来に向けて形成していくかと、次の世代、その後の世代ということを考えていく上では、

今、環境問題でいろいろやっていますように、やはりバックキャスティングという思想が

大事ではないかと思います。 

 つまり今日の続きに明日を設計するのではなくて、もう、すぐ次の世代の姿が見えるわ

けですから、そこを前提にこういう社会資本、個人資産を形成していくという理念が実現

されなければ、この法律自体がもしかしたら次の世代にとって意味がないものになるので

はないかというようにも思うのですが、いかがでしょうか。 

【○○委員】  いいですか。 

【分科会長】  どうぞ。お願いします。 

【○○委員】  少々○○委員の意見とは違うのですけれども、そもそも２００年住宅が

議論されたとき、当初は、今、中国で大きな問題が起こっていますし、いろいろな意味で

経済的な問題もあって、資産価値があってしかも安心・安全な住宅づくりというのが第１

番目ではないかと思うのです。言われるような社会構造の変化に対してどう対応するかと

いう問題は、私はもう少し高次元の議論として国家ベースでやらないといけないのではな

いかと思うのです。今、さしあたっての問題を解決しようと思うこの問題で、そんなに大

きな１００年後の社会を入れるというは無理ではないかというのが１つの意見です。 

 それからまちなみの問題が前回からいろいろ議論されていて、私はそのときも申し上げ

たのですが、果たして２００年住宅だからまちなみがきれいになるということはあり得な

いと私は思います。まちなみというのは、例えば５０年もつ家でも、今あるところはいい

まちなみはいいまちなみです。それは何かというと、もっと広い次元で国家のもっと大き

な計画なのではないかと思うのです。私は、例えば電柱をなくしてセットバックをして緑

を表に出すということ１つをやるだけで、今の建物でもきれいなまちなみになる。そして
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その地域の地価とか一般的な資産価値が上がるということだから、私はこの法律であまり

にも大きくやると何をやっているかわからなくなるということで、この法律は住宅をある

基準のものにして、それを資産価値として十分１００年なら１００年残そうと、まず第１

段階としてのところにとどめたほうがいいと思います。 

 住戸の大きさの問題については、私は、あまり規制はしないでいいのではないかなと思

います。最低限のところを規定すればいいので、あまり規制すると何が目的だったかとい

うのが非常にわかりにくくなると思います。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。もう少し各委員のご意見を伺いたいと思いま

すので、回答は少しお待ちください。 

 それでは、○○委員、その次に○○委員ということで、お願いします。 

【○○委員】  一つの住宅にずっと住み続ける工夫をするのは大変難しい話のようにも

思えるのですけれども、先ほど○○委員からかご意見がありましたように、ハードルを高

くするのが本会の趣旨ではなくて、推奨していこうという話だと思うのです。今後、専門

的に詰めていかれるということですが、私のように設計を通して直接建築にかかわってい

ると、いろいろな窓口別の基準ができると、その手間にてこずって、結局基準をクリアす

ることに時間が割かれます。本来長く住んでもらうために、愛着を持ってその家に住み続

けていくにはどうすべきか、ということが一番重要なテーマとなっていくべきです。つま

り、法律で愛着をつくる事はできないので。 

 ご説明の中で、疑問に思ったのは、地域性をどう考えるかということです。先ほどから

面積のことが議論になっていますけれども、一昨日、私は富山県の砺波平野を車で走って

いました。住宅面積が広いとして有名で、すばらしい農村風景が残っているところですが、

そのすぐ傍まで新築の戸建群が迫ってきていました。ハウスメーカーさんもあると思うの

ですが、その戸建の群はおそらく東京の中心部で建て替わっている戸建群と比べると、よ

ほど豊かにたっぷり建っているのです。ところが、その風景の中ではちょっと景観的には

異質になっているというのは事実です。つまり、田舎と都会の両方を、同じ設定で評価す

るのは難しいと言うことです。先ほど、今後というお言葉もありましたけれども、やはり

いろいろ地域性との関わりで評価設定が違ってくるのではないかと思うのです。 

 ですから１００平米といっても、１００でいいというところもあれば１５０だというと

ころ、選べるような何かＡ、Ｂ、Ｃを各自治体が決めるとか、何かそういった幅をとって
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あげないと、なかなか一意に決められないかなと、面積については思います。 

【分科会長】  ありがとうございました。では、○○委員にお願いして、そのあと、事

務局からお願いします。 

【○○委員】  資料３－２になりますけれども、今、ずっとお話になっている住環境へ

の配慮というところについて、仕組みの問題について少々申し上げたいと思うのですが、

まず、これだと最後のページになります検討すべき論点のところで、「事前明示性が確保

されることが重要ではないか」というのはそのとおりなのですけれども、この法律を見る

と、添付されている条文のまさに４条の２項の３号で基本的事項というのがあって、認定

基準は６条の１項の５号で「４条２項３号に照らして適切なものであるもの」ということ

なので、法律自体に事前明示性がなくて困ったなと思っているのです。 

 根本的には、やはりまちなみのような話をどのようによくしていくのかということは、

都市計画があって、その上に住宅政策があってということなので、本来はそこがリンクし

ていないといけないのに、それがいろいろあってできないものだから、しようがないから

次善の策的なところで工夫をしようということで、根本的な問題がその辺にはあるのでし

ょうけれども、やはりひとつこういう法律のつくり方というのは非常にいびつだというこ

とは言えるのだろうと思うのです。 

 それで法律がいびつでもおおよそ問題なく済むこともあるのですが、ただ住宅関係だと、

特に実際に本当にこじれて問題になるのは、住宅だとディベロッパーやヘッジファンドあ

るいはベンチャー企業とか、そういういわゆる今までの手法が通用しない人たちが最後ま

で頑張る。それで理屈でいくわけですから、そうするとやはり最後のとりでになるのが法

律の規定がどうかということなのです。 

 そういう点で言うと、やはり法制度のつくり方が甘いのではないかという気はしており

まして、実際、国立マンションなんかでもそうですけれども、自治体の対応がものすごく

遅いし、問題自体がなかなか把握できないのと、公的主体は議会がありますので、そうす

るとなかなか意志決定が速やかにできないのと、意思もなかなかまとまらないというとこ

ろのミスマッチというものが、うまくマネージできればいいのですけれども、できないと

ころで紛争が起きるということなので、そのあたりがすごく甘いなというのがあります。 

 それで実際この６条の２項で私が気になりますのは、認定の問題と、「認定申請をする

者は、所管行政庁に対して計画を建築主事に通知し、建築基準関係規定に適合するかどう

かの審査を受けるよう申し出ることができる」ということですから建築確認の話と、それ
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から認定制度の話というのは、これは必ずしも一元的に連動するというわけではないので

すよね。ばらけることがあり得るということですよね。 

 そこがばらけて、それからもう１つ、検討すべき論点で出てくるのですが、どこまで自

治体の意思を酌み取るのかといったときに、地区計画とか景観計画ということになると法

定計画なので、体系の中に入ってくる。多分協定も問題ないのかと思うのですが、それと

は次元の違うところでまちづくり条例みたいなのがあります。その法令と秩序とは別のと

ころで、現在も建築確認とまちづくり条例というのは別次元のところであってばらばらに

なっていまして、くっついているような、くっついていないようなという運用になってい

るわけです。そこが、相手が行政主導、条例であろうと要綱であろうと何でもいいのです

けれども、具体的な働きかけに対して聞いてくれるような主体であれば何となくハーモナ

イズして問題が顕在化しないということになるのでしょうけれども、そこが思ったとおり

にならないというところで紛争が起きてきて、その点についてさらに認定制度というのを

さらに１個、きちんと連動していないところで入れてしまうということになると、そのあ

たりが、マトリックスをつくってどういうふうにバラけるのかというのはつくれるのでは

ないかと思うのですけれども、そこが本当に甘く考えておいて大丈夫なのかなと思ってい

ます。 

 それで少し思うのは、少なくとも建築協定とか景観協定まではいいかもしれないのです

が、まちづくり条例――といっても行政指導条例ですから要綱でつくってもいいし、ただ

の計画ということもあるわけだし――こういうのまで自治体の意思として入れてしまうと

いうのはあまり意味がないのではないか。つまり実際にはこんなのは要するに可能とすべ

きではないかと言っているけれども、可能云々の問題ではなくて、事実上行われるものは

行われるということなので、別に言及する必要がそもそもない次元の問題ではないかと思

いまして、そこがきれいに、完結的に制度ができていないというところが気持ち悪いとい

うことです。 

 それから自治体の意思がどういうふうにあらわれるのかというのも、まさに国立マンシ

ョンがそうだったと思うのですが、最初、たしか条例か何かアバウトな条例があってそれ

なりに抽象的に意思が示されていて、その後、何かまずいなということで３０メートルと

か２０メートルとかそういう数字を出してきたと思います。たしか１週間で条例を改正し

たり、そんなこともやっているわけです。駆け込み的にいろいろ対応するというようなこ

とになってくると、もめる場合には、本当に自治体の意思そのものの認定というのが結構
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難しいのではないかとも思いますので、少しそこは限定的に、抑制的に制度をつくってお

いたほうがいいのではないだろうかと思います。 

 それから最後の「○」ですけれども、主体が異なる場合、連絡調整が必要ではないかと

いうので、連絡調整がうまくいくということはどれほどあるのだろうかという感じがむし

ろするわけでして、ややオプティミスティックにつくっているかなということで、何か小

さいことからできることをちょっとだけやるというのだったらいいのですけれども、それ

にしてももう少し発展性を持った形で、悪い話ではないと思うので、制度をどういうふう

に多少でも将来性のある形でつくっていくということになると、そのあたりに問題がある

ような気がしたということでございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。お２人の発言は違う視点でございますが、何

か事務局からご発言はございますか。 

【事務局】  まず○○委員からの面積要件のお話で、地域性を反映させるべきではない

かというのは、今後、検討させていただこうと思います。戸建だけを見ましても、富山も

広いわけですが、全国では、山形では１５７平米が平均ということに対し、一番狭いとこ

ろの神奈川が１１１平米だということで、１.５倍ぐらいの差があります。そうしたものを

どのように考えていくのかということも今後、検討させていただければと思っております。 

【事務局】  まちづくりについてご指摘をいただいております。まずどこまで自治体の

意思を酌むべきか、ということについては、これは前回の審議会でも議論がございまして、

その後の議論でも、私どもは正直言って様々なレベルでのご議論があることは承知をして

おります。ただ原則は、やはり認定という非常に裁量性がもっとも広い行為の中で、自治

体側の意思をどれだけ的確につかんで反映をするかという問題ではなかろうか思っており

ます。特に認定自体は最終的には自治事務ですので、所管行政庁が最終的にはどこまでや

るかを決めるわけですから、マンデートである認定基準でどこまで書くか。それからもう

１つ、本来認定ではこうあるべきという技術的助言の中でどういう例示をするかというそ

の書き分けも含めて、これからまた検討して、次回の審議会等でご議論をいただけたらと

考えております。 

【分科会長】  ありがとうございました。それで、先ほど住宅面積のことがあったので

すが、やはり富山県と東京都心とはやはり条件が違うと思うのです。多分ライフスタイル

も違いますし、私が思いますに、案外東京の少なくとも２３区とか、それから政令都市で

もかなり可能性はあると思うのですけれども、従来小規模ですと面積が小さいこと自体が
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住環境上のあまりよくないということかもしれませんが、むしろ住宅の集合住宅としての

維持管理なり、それから流通なりが適切に行われている前提であれば、むしろ小規模なも

のについて、若い世代の霞ヶ関の若手の人たち、特に女性の方がまだ独身時代にぽんと買

ってしまうとか、それからあるいはそれは流通ができれば逆に言うと住宅の取得に対する

ものすごい意欲がわいてくると思うのです。 

 それからいろいろ多様な世帯があると思いまして、都内ですと荻窪で日産プリンスの跡

地の防災公園整備をやりました。私はちょうどまだ建設中のときに現場を視察したのです

けれども、既に分譲申し込みとかのときに案内している都市機構の人が意外な購入層とい

うのが、杉並区の戸建住宅の方が売却されて分譲住宅を購入したいと。ただ、賃貸のほう

をさらに求めるということで、それは実は子供を住まわせて、なるべく近い距離で引きつ

けておこうということですが、やはり、例えばあるいは夫婦で、別居ではなくほんとうに

事実上小規模な住宅を２つ購入して、お互いプライバシーを守ってもう別居として仲良く

暮らすとか、あるいは事実婚とかを含めて、やはり都会はやや別の要素があるような気が

するのです。ですからそこら辺はやや少し、必ずしも面積だけにとらわれると、都市にお

ける住まい像ということも違うかもしれませんので、そこら辺りは次回議論するかもわか

りませんが、面積のことを検討する中で、住宅像というのは、特に大都会の部分は多様性

があるような気がしますので、そういうこともご検討いただければと思います。 

 では、次、どなたか。まず○○委員からお願いします。 

【○○委員】  長期優良住宅ですけれども、まだ耳慣れない言葉ですから皆さんのお考

えがかなり違うとは思うのですが、マインドを変えるというのでしょうか、次の世代に向

かって、市場において新しい今までなかったような価値を創造するのだという出発点は、

確認しておかないといけないと思うのです。つまり、今の延長線上で何かやって、今の延

長線上にあるものを認めないものはおかしいという論理が入ってくるのは、私はおかしい

と思いまして、ただしそれは、先ほどから皆さんがご懸念のようにいたずらに初期性能を

高くするというようなことでは全くないわけですので、これから十分に対話をしながら、

どうしたら次の世代に向けての新しい価値をつくれていくかということを具体的に基準の

中に盛り込んでおくべきだろうと思います。 

 それで耐震性については、やはり基準法のレベルというのは、私の認識では人命の安全

は保証してくれますけれども、継続的に居住可能なレベルを必ずしも保証しているわけで

はありませんので、少なくともこの長期優良住宅という看板があるとすれば、多くの国民
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の方は少なくとも、無損傷ということはないにしても、非常に大きな地震があったとして

も比較的軽微な修理で継続使用が可能だろうというくらいは、通常、期待されるかと思う

のです。そういう意味では初期性能をいたずらに高くする必要はございませんが、今後、

想定される大地震があった場合での修復可能性を持っているというのは、申し上げた新し

い価値をつくっていくということでは、入れておくべきではないかと思います。 

 もう１つは可変性ということが幾つかのレベルで使われていて、ここではほとんど間取

りという意味で使われているのですが、維持保全についても同じように初期性能について

著しく上げないという意味では、特に見た目にはあまり変わらないのだけれども、実は傷

みやすい部材は変えられるようになっているという部材レベルでの交換性のようなことは

耐久性の中に入れておけば、それはコストをかけるというよりは、つくるときに知恵を十

分に使っていただくというレベルの話ですので、そういったものは基準に入れておくべき

だろうと思います。 

 それと面積の件については、私も全国一律に決めていくことについての合理性はないと

は思いますけれども、ただ、例えば逆にワンルームマンションのように比較的構造躯体そ

のものがもう鳥かごのような躯体があって、将来社会情勢が変わっても、とにかくそうい

った小さい規格の住宅は使えないというのは如何なものかと思います。ですから、当座は

現在の我々が認識できるこの５年、１０年、あるいは２０年における世帯動向においての

住宅規模のあり方と、長期使用に耐えるためにスケルトンの形として、だからといって戸

境に動かしがたい構造壁がずっと入っていくような構造でいいのかというと、今は４０平

米なり３０平米かもしれないけれども、将来は社会情勢が変わっていけば、場合によって

はそれが６０平米なり９０平米なりに変えていけるような構造を持っているようなものと

いう、躯体の形式とその住戸規模のあり方というのは少し２階建てで考えていく必要があ

るのではないか。それを一律に考えるから非常におかしくなっていくと思います。その上

でさらに地域的なことを考えると例えば大都会の都心部であれば、当面、むしろ小規模世

帯が増えていくことは確実だから、それを前提に考えると住宅規模としてはこうだろうと

いうような決め方でいいのではないかと思います。 

 最後ですけれども、法律用語なのでしょうけれども、この法律の中に「長期使用構造等」

という言葉があるのですけれども、非常にわかりづらいというか混乱を生みかねない用語

だと思います。というのは、構造というと特に建築関係の人はストラクチャーを考えるの

ですけれども、先ほどからご説明を聞いているとこれはファブリックという意味で、設備
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等々も含めたものなのです。ですので、これは法律を出したからこれで行くしかやむを得

ないのですが、今後、基準ができていくときの基準のつくり込み方とか、あるいはでき上

がった後いろいろな説明する機会には、これはストラクチャーではなくてファブリックと

いう意味だということは誤解のないようにしていただかないと、またここで実務上の混乱

が起きるように思いますので、配慮いただければと思います。 

 以上でございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。では○○委員からお願いします。その後、事

務局からまた説明をよろしくお願いします。 

【○○委員】  先ほど大変すばらしい、躯体と面積要件と２つ分けて考えたらどうかと

か、すごくいい、すばらしい意見だと思うのですが、今回、議論を拝見いたしまして、そ

もそも長期優良住宅とそれ以外という「ゼロ１」の世界で話をしていると、やはり最低を

誘導水準で決めるのか、最低のところでいくのか、それだけでもすごく大変だと思うので

す。やはりこの「ゼロ１」で行くという発想自体が、経済の私のような者から見ると非常

に無理があるなという様に思います。 

 既に住宅性能表示というすばらしい性能があって、それとどのようにリンクさせている

かということは、既に躯体に関しては非常にこういうすばらしい表をつくられているわけ

です。実は先ほど○○委員からもありましたけれども、既に現存する住宅でもこの基準に

はぎりぎり引っかからないかもしれないけれども、かなり長期に使えるような住宅も既に

あるのだということを踏まえますと、ゼロ１で「長期・それ以外」というのではなくて、

住宅性能表示の発想と同じなのですけれども、これだけのレベルで、その一番上はここま

でこういうふうにありますよというレベルが幾つかの段階があって、私たちはこのレベル

でいいという人はそのレベルに見合ったお金を出せばいいだけの話で、ゼロ１でやると逆

に基準が高過ぎて使われないとか、あまりにもそこまではいらないから、それなら、なく

ていいのかということで、結局アンバランスな意図しない状況のどちらかに行ってしまう

ということがあるので、やはりグレードを定めて、ここはこのグレードですよということ

を少し目指して発想を柔軟にしていただいてもいいのではないかと思います。 

 法律自体は具体的にどれをどういうふうに決めろという様に、私が見た感じではそうい

う感じに書いておりませんよね。ですからその認定基準その他でも、やはりゼロ１でいく

のではなくて、少し幅を持たせる、あるいは面積は面積、躯体は躯体ということで、この

条件に関してはこのレベル、面積要件はこの実態、市場のマーケットに合っているとか、
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やはりそういう様な組み合わせで判断していくということになると、ちょっと大変は大変

かと思いますけれども、グレードをつけていくという発想はとてもすばらしいと思います

ので、ぜひ検討していただきたいと思います。 

 それとまちなみのところですが、そもそもこれは固定資産税の減免措置ということが絡

んでくると思います。固定資産税は市町村税ですから、その市町村の意思が反映されない

でどこかで決めるというのはそもそもおかしいのではないかと私は思っています。ですか

ら市町村の意思が反映するという意味ではいいことだと思いますが、ただやはりルールは

あいまいであってはいけなくて、○○委員がおっしゃったようにやはりきちんとした実行

可能なものがあって、それをベースに関係者がどう協議していくか、土台をつくるかとい

うことを考えていただいて整理をしていただければと思います。 

【分科会長】  ありがとうございました。ただいまお２人のご意見をいただきましたが、

何かございますか。よろしいですか。お願いします。 

【事務局】  基本的には今日のいただいたご意見も踏まえて、また事務局としてさらに

詰めさせていただくということになります。 

 私からは、ゼロ１ではなかなか無理なのではないかというところがあって、確かに認定

基準そのものの柔軟性とかそういうものは今後工夫していく余地があるとは思うのですけ

れども、法制度として組んで認定をするというときに、やはり認定する、しないというと

ころにおいては、どうしてもやはり法制度としてこのようなものを置くと、５.１と４.９

がどれだけの差なのかということですが、法的効果としてはゼロ１の効果を生まざるを得

ない要素というのは、どうしても最後まで残るだろうとは思うのですけれども、そういう

ことを踏まえた上で、先生がおっしゃられたようにあまり硬直的でないような形で基準づ

くりができるのであれば考えていきたいと思っております。 

【事務局】  まちなみにつきまして、繰り返しになりますけれども、公共団体の意思を

どこまでどのような形で把握するのか、それをどういう方式でやるかということについて

は、次回、また資料を整理してご議論いただきたいと思います。 

【分科会長】  ありがとうございました。では、○○委員、それから○○委員。すみま

せん、順番で申しわけございませんが、よろしくお願いします。 

【○○委員】  今まででいろいろな意見が出ていたのもあるのですが、私は少し違う観

点からしたいと思います。実は社会資本の５カ年計画を立てている中で、治水事業では、

今は温暖化してきたために今までのような降雨量の予測で１００年に１回の確率でやって
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いたらどうも間違いそうだとなってきている。これまで、１００年に１回の確率といって

いたものが、４０年から３０年に１回ぐらい起こってしまうだろうということで、治水事

業ではもう全部には対応できない。ですから流域のほうで、面のほうで対応できるものは

なるべく面で対応してくださいということなのです。 

 これがこの法律では３０年以上の住宅ということになっていますが、今日の資料３－２

では大体７５年から９０年ぐらいもつという想定をすると、この法律では住宅の給水・排

水の設備というのですけれども、その後河川まで行く間に対策をしてあげないと治水のほ

うが間に合わない。例えば広域浸透升をきちんと設けなさいとか、そういう格好で地下に

水を何とかするようなことをこちらの長期優良住宅のほうでもきちんと考えないといけな

いのではないだろうかというところで、河川側はぜひそういうことを住宅側に言ってほし

いというリクエストが私どもに来ていることが１つ。 

 それからさきほどのエネルギーの問題で、今の基準法で言っている案がありました。た

だこれが６０年から７０年という話になると、今、洞爺湖サミットあるいは次の１７回で

すか、コペンハーゲンのもので日本がどんな対策を打つかわかりませんが、長期優良住宅

が実はＣＯ２の削減効果があまりないものを建てるというのはいかがなものか。今ある基

準でやるのか、もう少し漠と従来型より例えば３割は削減したものにすべきだとか、そう

いうことも考えなければいけないのではないか。そういう配慮をしないと、非常に先ほど

の○○委員の話のように、単体のことだけで決まっていることだから仕方がないではない

かと言ってしまうとまずいのではないか。単体もやはりそこまでは言っておかないとまず

いのではないかと思います。 

 それからもう１つは○○委員の言ったことですが、これはどちらかというと役所の制度

側から見ていて、規定のスタンダードはやはり住む人とかマーケットの目線でこういう基

準はいかがなものかというのを見てもらいたい。だからそれは、例えば私なんかも家を建

て替えたときに一番考え込まされたのは、お宅はテレビを何台見るのか、どこで見るのか

と言われて、そうするとプラグをどこに用意しておくか。実際にはテレビは買わなくたっ

ていいわけです。そこにプラグを入れればアンテナソケットが来ているというような形に

しておかないと、パソコンが入ってきてファクスが入ってきた何とかでというと結構な回

線数が要るのです。それが実は建物側できちんとしていないと、後で入って大変不便をす

るというようなことがありますので、そこら辺も少しマーケットとか住む人の目線で考え

ていただきたいと思います。 
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 以上です。 

【分科会長】  それでは、続けてよろしくお願いします。 

【○○委員】  まさに住む側の目線でお話をしたいと思ったのですけれども、私どもは

どんな家に住むかの前に、どこに住むかというのを考えるわけで、そこが今回の法律の守

備範囲というのはもちろんあると思うのですけれども、本気で住宅を１つの社会資本とし

て世代を超えてつないでいこうというときには、やはり地域性というのがすごく大切かと

思うのです。まだ見ぬ２００年先の人のために毎日この家をきちんと使おうというような

モチベーションは、なかなか無味乾燥の家だと湧かないわけで、この文化みたいなものと

か、この地域に建っている家だからつないでいきたいといったような、何かそういう様な

感覚がとても必要ではないかと思っています。ですので、今回は安全とか耐震面に非常に

配慮されて法律をきちんと整備されているとは思うのですけれども、ここを維持管理の面

とか住む人の気持ちを柔軟に対応していただけるような部分があるといいのではないかと

思いました。 

 それで例えば資料２－２の５に国民に対する情報提供とありますけれども、住宅を長持

ちさせる工夫とか行動の情報というのはなかなか少なくて、一般的に大事に使いましょう

とかそういう情報だけではなくて、その家に合わせた形の管理の仕方というのがあると思

いますので、そういう形でやっていかないと内容が伝わっていかないのではないかなと思

っています。 

 もう１つは建築段階における施策の面で、これはちょっと一部の視点からなのですけれ

ども、ご高齢の方とか単身世帯が増えて、１人だからお掃除とかもし易いあまり広くない

家にという考えもあるかもしれませんけれども、今、いろいろなところで高齢の方が集ま

ってグループみたいになって一緒に住んで、１つ大きいリビングがあるとか、あるいは母

子家庭や父子家庭、１人家庭が増えているので、子供たちが遊べる部屋があってという様

に何か集合住宅みたいな、もうそういうものもいろいろ言われていまして、新しい形の共

同住宅というのはこの先どうなるかはわかりませんけれども、個々にぽつぽつと建ってい

るよりは、有益な住宅として社会の資産になるべく住宅という様には考えられるかなと思

っていますので、そういうところが特徴的にイメージされて、税制上とか金融上の措置も

あったりするといいのではないかなと感じています。 

 以上です。 

【分科会長】  ありがとうございました。○○委員、お願いします。 
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【○○委員】  いろいろな論点が出ましたので、論点として出ない点を２つだけ申し上

げたいと思います。 

 １つは質問、家歴書について質問させていただきたいと思います。○○委員がおいでな

ので○○委員に質問させていただきます。○○さんから資料を出していただいていますが、

ハウスメーカーの方、ディベロッパーもそうですけれども、かなり維持管理について、例

えば住宅ができたときに何年したらこうされてくださいと。そして維持管理には住んでい

る方にお金を払っていただくわけですよね。５年とか１０年経って何割ぐらいの方が住宅

のメンテナンスをしておられるのでしょうか。それからその資料は、いわゆる家歴書にな

るもとというのは、当然、会社ではお持ちだと思うのですけれども、その情報開示といっ

たものをどうするのか。住んでいる方は書類をきちんと保管しておられない可能性があり

ます。大体私どもがいろいろもめたときにお話を聞くと、ほとんど書類を持っておられな

い消費者の方が多い。そういうものをどう扱っておられるのかというのが１つのご質問で

す。 

 ２つ目は、これは行政側にお聞きしたいのですが、中古の流通の問題にかかわってくる

と思うのですけれども、中古住宅が日本では著しく伸びていないというのは、建物は「ゼ

ロ」に評価されていると。したがって仮にこの家歴書があれば、どういうふうに維持管理

をしたから価値は減っていないのだということがわかる。それによって流通のときに役立

つと思うのですが、その部分についてどのようにされるのかということが今日の説明では

ないのですが、この問題は不動産業課が担当だと思うのですけれども、そこのところを一

緒に議論していただかないと家歴書の意味が出てこないと思うので、その点をきちんと押

さえておいていただきたい。これは意見として申し上げておきます。 

【分科会長】  ご指名もありましたので、よろしゅうございますか。 

【○○委員】  せっかくＩＴ時代に入りましたので、我が社の場合は３５年前からいわ

ゆる木造住宅を始めまして、基本的にはもうお客様と契約しましたら、すぐクロスといい

まして全部間取りから何から全部入れています。そしてまさしくここにありますように、

その間クロスを変えたりするなど、すべてのいわゆる家に関するメンテナンスから何から

を全部入れています。ですから、まさしく家歴でして、カルテですね。我々もカルテと言

っております。それで我々は逆に言うと、ビルダーとしてはホームドクターのような感じ

で、２４時間３６５日で入ってきたらすぐ、そのクロスをあけるとどこが悪いとかという

ことがわかるようにできています。 
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 したがってこれは簡単です。ほとんどの大手ハウスメーカーさんは全部やっておられる

と思いますけれども、なぜこれをやったかと言いますと、１つは地震や台風のときに、例

えば台風が通ったらすぐその間に全部電話をして、半日以内に雨漏りなどがあるか、場所

場所にテントを入れていまして、ブルーシートをかける。そういう形で行っていまして、

ここにも出ていますけれども、この長期住宅の場合はぜひこれ、いわゆる家歴のようなこ

とをきちんとすれば、一遍入れてしまえばオーナーが替わられても全部わかってきます。 

 ただ基本的には秘密、情報はお客様と我が社だけということにしています。これは非常

にセキュリティ上、時々営業マンが持って歩いて車の中で盗られるなどといったことがあ

りますので、今は持ち歩かないようにさせていますけれども、そういうデータは、現在は

非常に厳しいセキュリティをかけないといけないと思っています。 

【○○委員】  そのご利用の頻度なのですけれども、いつというか、５年たったら定期

点検をやられるでしょう。 

【○○委員】  うちはもう毎年。我が社の場合「ロングサポートシステム」といいまし

て、お客様のためにとりあえずは６０年間健康診断をします。毎年必ず健康診断をして、

クロスなども７年か８年、具体的に言うとタバコを吸う家といろいろ違うのですけれども、

有償と無償で健康診断をして、どんどんメンテナンスへアップデートしていくという形に

しています。必ず１年に１回は実施しています。 

【○○委員】  点検させる。それは有料ですよね。 

【○○委員】  はい。 

【○○委員】  有料でもお客さんはちゃんとお金を負担されているのですか？ 

【○○委員】  それはもちろん、例えば屋根のここのところはもう経年変化しているし

こうですよ、とお話をさせていただいて、それで事実上これは直されたほうがいいです、

これはまだ大丈夫ですと申し上げて、直されるときには直されるし、そういう話し合いで

きちんとしています。 

【○○委員】  家歴書はわりと有効に利用されると考えていいですか。 

【○○委員】  もう完全に、これがないとね。 

【○○委員】  一般化するわけですね。 

【○○委員】  メンテナンスの費用その他、もう完全にこれで全部管理していますから。 

【○○委員】  ありがとうございます。 

【分科会長】  あわせて別にご意見とかございますか。 
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【○○委員】  いや、もう。 

【分科会長】  よろしいですか。 

【○○委員】  それは、どれくらい前からおやりになっているのですか。 

【○○委員】  そうですね、２０年前ぐらいからですか。 

【○○委員】  残念なことに、私が中古で購入した隣のお宅は○○さんだったのですが、

そのときには多分そういうシステムがなかったのかと思います。 

【○○委員】  何年ぐらい前ですか。 

【○○委員】  ちょうど２０年ぐらい前に建った家です。 

【○○委員】  そうでしょうね。ぜひ言ってください。すぐ直します。 

【○○委員】  いや、建築を一応本業にしていますので、自分で維持メンテナンスをや

るのですが、そのとき思ったのは、お隣のすごく親しい方が前オーナーでしたが、受け渡

しの時、そういう書類管理があいまいでしたね。 

【○○委員】  そうでしょうね。 

【○○委員】  私の場合は買い手側が建築家ですから、確認申請書類はありますかとか、

一応図面もありますかということを問うて、その他関係しそうな書類一式が袋に入ったも

のをいただいて精査したのです。だけど多くの方はあまりわからないから、多分ローンの

審査で確認申請書が要りますよという、その１枚の紙はご存じかもしれないのですけれど

も、所有者の間ではなかなか徹底していない。せっかくのよいシステムも、中古の流通を

するときにやはり徹底していくといったことがないと、それが有効に発揮されないところ

もありますね。 

【○○委員】  そうですね。要は我々が、１メンテナンスをきちんとしなければいけな

いですね。これはＩＴ活用以外にないです。２は、そのようにおっしゃられる中古市場を

するときに、またこの家歴、カルテがないとできません。 

【○○委員】  そうですよね。 

【○○委員】  多分大手ハウスメーカーさんは全部完璧になっていると思いますけれど

も。 

【分科会長】  ○○委員、いかがですか。何か。 

【○○委員】  はい。規制行政と違って給付行政の分野というのは、非常に行政庁側に

裁量の余地が大きいし、それが合理的だと思います。さっき○○委員から法文を叱られて

いましたけれども、適切であるというのは非常に抽象的な文言ですけれども、こういうの
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は給付行政の世界ではむしろ適切な規定ではないかと思います。 

 そこでそういうときに、裁量が非常に広いときにどういうけじめをつけるかということ

ですけれども、結局これは行政主体間の競争ということで、適切な競争手続を確保するこ

とでけじめをつけていく。つまり本件で言えば地方自治体というものの間の競争というこ

とで最善のものへ向かっていくというシステムをとるべきだろうと思います。ですから立

地の問題もそうでしょうし、少し欠けていると思います設備の関係ですね。設備関係、例

えばお湯が出ることであるとか、空気交換、エアコンとかああいうものとか床暖房は要る

のかとか台所はどうだというような、こういう住み方に関することだって、自治体として

は関心を持って多分アプローチするでしょう。そういうことが少し抜けていますが、その

辺も少しにじみ出せるようにして、基本方針レベルではやはり自治体との連絡調整という

言い方で出ていますけれども、あれを重視して、その過程でその裁量がいわば統制されて

いくというか、よい裁量へ向かっていくということを頭に置けばよいのではないかなと思

っています。 

【分科会長】  ありがとうございました。実は時間がそろそろ迫っておりまして、各委

員の方、またそれぞれまだ発言し足りないということもあるとは思うのですが、まだもう

１回分科会が用意されていまして、それから場合によっては、さらにもう１回の開催を考

えてもいいようなことも事前の事務局との打ち合わせではありました。できれば今日と次

回で、ある程度まとめたいという事務局のお考えだったようですけれども、そういうよう

なお考えもあるということを前提といたしまして、今日は特段集約しないことといたしま

す。 

 それから１点だけ報告事項がまだ残っておりますので、ちょうど事務連絡を含めて時間

になると思いますので、今日は一応そういうことで、ぜひまた次回開催までの間でお気づ

きの点があれば事務局にご指摘いただくということで、いろいろ多様な意見をいただきま

したので、ぜひよろしくお願いしたいと思います。 

 では最後のもう１点の報告事項のことをよろしくお願いします。 

【事務局】  それではお手元の資料４－１以降でございますが「地域における歴史的風

致の維持及び向上に関する法律案」、これは「歴史まちづくり法」と略しておりますが、

これが成立しましたのでご報告いたします。 

 本法律につきましては２月の分科会で概要を説明させていただいておりますが、改めま

して資料４－２をご覧いただきたいと思います。この法律は文化財行政とまちづくり行政
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が協力をして、重要文化財等とその周辺のまちづくりとを一体的に行うことで、文化財を

生かしながらまちの再生あるいはまちづくりを進めていこうというものです。 

 法律の中身は基本方針を文部科学省、農林水産省、国土交通省が共同で策定し、市町村

が歴史的風致維持向上計画を策定して、これを３省が共同で認定をすることになっており

ます。認定を行いますと、屋外広告物規制等の権限が市町村に委任される、あるいは重要

文化財ではないけれども歴史的に意味がある歴史的風致を形成する建造物について届出勧

告制度が働く。と同時に、私どもの直接の関係ですが、新しい歴史的風致維持向上地区計

画という新しい地区計画制度を設けておりまして、これにつきましては再開発等促進区や

開発整備促進区とは違って、公共施設の整備を伴わなくても用途の規制緩和が働くという

新しい地区計画制度を設けたところです。 

 この法律は、１月２９日に閣議決定され、４月２２日に衆議院を通過、５月１６日に参

議院を通過して、法律４０号で５月２３日に公布される予定です。なお施行は公布後６月

以内とされておりますので１１月頃になろうかと思います。 

 以上ご報告でございます。 

【分科会長】  ありがとうございました。これについては時間がないので、ご質問等は

別途、直接事務局にということでお願いしたいと思います。国政の重要な課題を国会で議

論したということで成立まで時間がかかったようですが、長期優良住宅法案も早期の成立

をぜひ願っております。次回の開催日を含めて、次回に向けてのご説明をよろしくお願い

したいと思います。 

【事務局】  本日は貴重なご意見をいただきまして、大変ありがとうございました。 

 本日のご審議を踏まえまして、本日、お諮りをしました基本的な方針、認定基準、住宅

履歴書のあり方等々の内容につきましてはさらに検討を深めまして、次回６月の分科会に

おきましてはより具体的な考え方といったものをお示しできればと考えております。引き

続きのご審議をよろしくお願いいたします。 

 次回は、６月２３日月曜日の午後３時半から、本日同様この４階特別会議室において開

催させていただきます。よろしくお願い申し上げます。 

【分科会長】  それではちょうど時間となりました。本日は長時間にわたり熱心にご審

議いただきましてありがとうございました。また次回、こういう場面がございますので、

またいろいろ活発にご意見を賜ればと思います。 

 では、以上をもちまして本日の住宅宅地分科会を終了いたします。どうもありがとうご
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ざいました。 

 

―― 了 ―― 


